
行方市コミュニティ助成事業補助金交付要綱 

平成25年５月１日 

告示第65号 

(趣旨) 

第１条 市長は，一般財団法人自治総合センター(以下「センター」という。)が宝くじの社

会貢献広報事業として実施するコミュニティ助成事業を活用して地域のコミュニティ活

動の充実・強化を図ろうとする団体に対し，予算の範囲内において補助金を交付するもの

とし，その補助金の交付については，センターが定めるコミュニティ助成事業実施要綱(以

下「センター要綱」という。)に定めるもののほか，この告示の定めるところによる。 

(補助対象事業) 

第２条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助事業」という。)は，センター要綱第２

に定める助成事業のうち，次に掲げるものとする。 

(1) 一般コミュニティ助成事業 

(2) コミュニティセンター助成事業 

(3) 地域防災組織育成助成事業 

(4) 地域の芸術環境づくり助成事業 

(5) 地域づくり助成事業 

(補助対象団体) 

第３条 補助金の交付の対象となる団体は，前条に定める補助事業を実施し，センター要綱

第４に定める規定により市が認める団体とする。 

(補助金の額) 

第４条 補助金の額は，センター要綱第５に定める助成金の額の範囲内とし，当該補助事業

につきセンターが決定した助成金の額と同額とする。 

(補助対象経費) 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は，センター要綱第６に定める助成対象経費と同一

とする。 

(補助金の交付希望申請) 

第６条 補助金の交付を受けようとする団体は，コミュニティ助成事業補助金事業計画書

(様式第１号。以下「事業計画書」という。)に次に掲げる書類を添えて，別に定める期日

までに，市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実施主体規約 



(2) 事業実施主体の当該年度の事業計画書及び収支予算書 

(3) 事業の見積書等の写し 

(4) 事業内容に関する資料 

(5) その他市長が必要と認める書類 

(助成申請団体の決定) 

第７条 市長は，第２条の各号に掲げる事業ごとに複数の事業計画書の提出があったときは，

抽選により当該年度においてセンターに助成の申請を行う団体及び申請の優先順位を決

定するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により，助成申請団体及び優先順位を決定したときは，センター要

綱第８の規定により助成の申請手続を行うものとする。 

(申請結果の通知) 

第８条 市長は，センター要綱第９の規定により助成額決定の通知があったときは，コミュ

ニティ助成事業補助金申請結果通知書(様式第２号)により，速やかに当該申請者に通知す

るものとする。 

(交付申請) 

第９条 前条の規定により助成事業補助金の決定を受けた団体は，コミュニティ助成事業補

助金交付申請書(様式第３号)に次に掲げる書類を添えて，別に定める期日までに，市長に

提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) その他市長が必要と認める書類等 

(交付決定) 

第10条 市長は，前条の申請があった場合は，その内容を審査し，適当と認めたときは，コ

ミュニティ助成事業補助金交付決定通知書(様式第４号)により，当該団体に通知するもの

とする。 

２ 市長は，補助金の交付を決定する場合において，必要があると認めるときは，補助金の

交付の目的を達成するために必要な条件を付することができる。 

３ 市長は，前項の規定により条件を付したときは，第１項の通知を行う際，併せてその条

件を通知するものとする。 

(事業内容の変更等) 

第11条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた団体(以下「補助団体」という。)



は，補助事業の内容を変更し，又は補助事業を中止しようとするときは，あらかじめコミ

ュニティ助成事業(変更・中止)申請書(様式第５号)を市長に提出し，その承認を受けなけ

ればならない。 

２ 市長は，前項の承認をしたときは，コミュニティ助成事業(変更・中止)承認通知書(様

式第６号)により，当該補助団体に通知するものとする。 

(実績報告) 

第12条 補助団体は，補助事業を完了したときは，コミュニティ助成事業補助金実績報告書

(様式第７号。以下「実績報告書」という。)に次に掲げる書類を添えて，別に定める期日

までに，市長に提出しなければならない。 

(1) 事業活動報告書 

(2) 収支決算書 

(3) その他市長が必要と認める書類等 

(補助金の額の確定) 

第13条 市長は，前条の実績報告があった場合は，その内容を審査し，適当と認めたときは，

補助金の額を確定し，コミュニティ助成事業補助金確定通知書(様式第８号)により，当該

補助団体に通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第14条 前条の規定により補助金の額の確定を受けた補助団体は，コミュニティ助成事業補

助金請求書(様式第９号)により，市長に補助金を請求するものとする。 

(概算払) 

第15条 市長は，事業の円滑な遂行上必要があると認めるときは，補助金の交付の決定の後

に，交付決定額の全部又は一部の額を概算払することができる。 

２ 補助団体は，前項の概算払を受けようとするときは，コミュニティ助成事業補助金概算

払請求書(様式第10号)を市長に提出するものとする。 

３ 第１項の概算払を受けた補助団体は，第12条の規定により実績報告書を提出する際に，

コミュニティ助成事業補助金概算払精算書(様式第11号)を併せて提出しなければならな

い。 

(交付決定の取消し) 

第16条 市長は，補助団体が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，補助金の交付

の決定の一部又は全部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 



(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 前２号に掲げる場合のほか，市長が必要と認めたとき。 

２ 市長は，前項の取消しを行ったときは，コミュニティ助成事業補助金交付決定取消通知

書(様式第12号)により，当該補助団体に通知するものとする。 

(補助金の返還) 

第17条 市長は，前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において，当該取

消しに係る部分について既に補助金を交付しているときは，コミュニティ助成事業補助金

返還命令書(様式第13号)により，期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

(調査及び報告) 

第18条 市長は，必要に応じて，補助事業の内容について調査し，又は補助団体に報告を求

めることができる。 

(その他) 

第19条 この告示に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，市長が別に定め

る。 

附 則 

この告示は，公表の日から施行する。


